









































































































































































































合聚国 訴訟社会 1．開示重視社会 ＊不正の発見
2．強制監査実施前の ＊倒産の予測
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いしは会杜経営者のチェックシステム全体についての期待を論じなければなら
ない。
　財務諸表監査に対する社会的期待を検討するに当っては，それが形成される
財務諸表という道具を取り巻く環境，さらにはその根底にある基本的な枠組み
を明らかにする必要がある。いわゆる日本的資本主義あるいは日本的システム
の特徴として論じられる事柄がその内容をなすものであることはいうまでもな
い。企業に対する監視手法が，財務諸表監査に関わる問題の認識，その問題解
決の二一ズの認識，そのための道具としての財務諸表監査への依存の必要の認
識，さらには，この道具の購入あるいは利用の意思決定に対しての基本的枠組
みを与えるものといえよう。このような枠組みのもとで，財務諸表監査という
道具の社会化の程度を決定する環境要因は，上記のように，日本的システムに
おいて論じられるものであることも考慮して，引き続き第2図によって議論を
進めることとしたい。
　合衆国における会社に対する監視手法は日本的システムの専門家によって
多々論じられており，会計学ないしは監査論の領域での議論でもしばしば引用
されているところである（中谷、1996，p，182）。それらの議論によれば，合衆
国においては，市場経済体制下での監視機構が成立しており，しかもそれが各
専門機関に分散され，監視機能が分担されている。それは，株式市場を通じた
外部コントロールに基づく監視機構であり，また，株主総会が機能する監視機
構であり，かつ取締役会（監査委員会）が機能するところに特徴がある，監視
機構である。それは，非規制社会と呼ぶにふさわしい社会である，情報開示が
重視される社会であり（中谷，ユ992；1996），したがって，財務諸表監査とい
う道具を必要とする社会を作り出す。
　これに対して，おおむね日本的システムの欠陥指摘傾向として特徴づけられ
るけれども，日本的システム論者によれば，わが国の会社についての監視機構
は下記の手法によるとされている。それは，行政介入システム，メイツバンク
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制，業界団体制，株主総会による監視機構によるとされており，宮と民の緊密
な関係，業界団体や審議会を通した政策決定，著しく強い平等主義的な制度で
あり（中谷，1996，p．15），政・官・業の「鉄の三角形」（中谷，前掲）を構成す
るものである。株式会社におけるチェックシステムについての考え方は，株主
総会申心とされながら，身内で固められた取締役会，持ち合いの安定株主が占
領する株式市場を出現させ，日本社会のヌエ的性格（法律・制度の建て前と現
実の乖離）を生み出している。このような監視機構を根底に持つことから，財
務諸表監査の社会化について日米における際だった違いが生じている。
　企業に対する監視手法の違いは，企業の開示姿勢に影響を与えずにはおかな
い。合衆国の場合，官のレヴェルでも，自らの良質の未監査情報の入手可能性
を保持しつつ，リスクマネー供給市場への監査済み情報供給の必要を強く認識
しているし，民のレヴェルでも財務諸表監査の二一ズが認識されている。リス
クテイカーによる資金の供給に際して判断材料としての監査済み情報に対する
必要の認識が高いことはいうまでもなく，さらに，財務諸表監査の第一次受益
者は会社である（脇田，1985）という図式が文字どおり成立する社会である。
　日本的システムを論じる際の最近の論者の傾向は，わが国をもって，情報隠
匿社会と規定するところにみられる。行政介入システムのもと，民問の情報を
頻繁に入手できる官，メインバンク制のもと融資先企業の情報を集積する金融
機関，業界団体内での緊密な情報を共宥する民聞が，内輸だけで固まる閉鎖性
によって，「鉄の三角形」からはみだした外部者の介入を排除する思考は監査
済み財務諾表への二一ズの認識とは無縁の存在である。このような情報の非対
称佳が存在する市場では，財務諾表監査という道具の購入を無用とさせるシス
テムが構築されており，それを必要としない社会が出来上がっているといえよ
う（Hudack　and　Orsini，1992，p．16）。財務諸表監査の第一次受益者が他ならぬ
会社であるという構図は残念ながらわが国では成立の余地がないのである。
　中谷教授によれば，わが国証券市場は上述のような日本的システムのゆえに，
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きわめて未発達な状況におかれ，資金調達手段としては副次的なものとしてし
か機能しなかったが，1994年以降資金調達ルートの多様化が始まり，メインバ
ンクシステムの崩壊現象が生じているという（中谷，1996，p．161）。したがっ
て，現状は，メインバンクによる貸付先企業に対する監視機能担当に代わる手
段が未決というところに見出されるけれども，その実態は，投資家保護の対象
をリスクテイクしない預金者を念頭に置いたもので十分とされるようなもので
あることに変化は生まれていない。リスクテイカーによる資金提供が行われる
合衆国に比べると，「外部監査に対する社会的な理解と二一ズが乏しかった。」
（枡田，1991，p．139）財務諸表監査制度導入時における事惰とほとんど変わら
ないのが現状である。金融業の場合は，大蔵省の行政の傘の下で，一般事業会
社の場合はメイン・バンクシステムの傘の下さらに，官と民のコーディネー
ション下におかれたわが国の会社監視システムに見られた財務諸表監査の社会
化を阻止する状況にさしたる変化が生じるとは考えがたい。「公認会計士によ
る財務諸表監査は，市場機能との関わりにおいて多方面で，法律の強制による
ことなく実施されている」（脇田，1987，p．45）という命題が成立するのかどう
か，重要な実証の問題としてとらえたい。
　同様に，「公認会計士は，監査の技術的専門家たることはもちろんであるが，
その最大の存在理由は，職業倫理として，職務の遂行における公正不偏性つま
り精神的独立性が要求されていることであり，それが社会的に承認されている
という事実である」（脇田，1985，p，91）という命題についても，上述のような
財務藷表監査の社会化を受け入れない市場の事惰に照らして実証されなければ
ならないであろう。
　真偽の定かでない議論の中に，「企業による巨大な力の保持のために，企業
との良好な関係維持を優先する会計監査法人が多数存在する」（申谷，1992，
p．21）という命題がある。企業の巨大な力からの防護策が存在するかどうか
は，道具の社会化の上で重要な要因となる。監査を支援するしくみと精神的風
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土と共に，財務諸表監査に対する必要の認識，したがって，それに対する解釈
と期待に大きく影響すると思われる。
　遣具の社会化の事情を心理的な順序に従ってこれまでに明らかにされた状況
下で，果たして，共通の文化を共有する人々の道具についての解釈や期待がど
んなものとなっているかは，その解釈や期待が具体的に，たとえば合衆国での
裁判での判決といった形で捕捉可能な社会現象化していない限り（わが国の場
合のように），アンケートによって個人的な心の動きのデータを集積して社会
的なものを推測するか，それとも，道具の社会化の枠組と環境に照らして，道
具の環境と因果関係を有すると考えられる要素を，その環境の違いを十分考慮
した上で，その道具の社会化が十分に果たされている社会のデータと比較して，
相対的にその期待のレヴェルを定めるかのいずれかの方法による以外それを知
る方法はない。
　以下本稿での課題に照らして，このような期待レヴェルの同定の試みを示し
てみたい。
おわりに
　財務諸表監査という道具の社会化の枠組みと環境に照らしてそれと因果関係
をもつと考えられる要素を導出し、しかもこれを数量化して，この道具の社会
化が十分に果たされていると考えられる社会のデータと比較する試みには現段
階では，絶望的とも思われるほどの困難が存在する。それは一言でいえば，現
に考察の対象としている日本的システムの特徴の申核を占める情報秘匿社会と
いう特性が，この試みに必要なデータにも及んでおり，その入手をほとんど不
可能とさせ，サロゲートを使用せざるをえない状態を招いているからである。
例えば，資糊A）の監査コストの計測は，早稲田大学・大学院博士後期課程在籍
の土屋和之氏の協力によって進めたものであるが，日本公認会計士協会の会員
のみに配布される関連資料は，部外秘とされているために，利用できず，国外
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の会計業界誌（外国誌による調査には極めて解放的と恩われる）に報じられた
資料をサロゲートとせざるをえなかったなどの困難がある。また，同じく資料
（B）は，同・博士課程の小俣光文氏の協力を得て作成したが，完了までには，随
分と時間が掛かりそうである。さらに，関数として同定した，報遣量と監査人
の独立性についての規制方式の二つの項目は，今後の作業に委ねざるを得な
かった。本稿では，今後の研究の手始めとして暫定的な成果をあえて示すこと
にした。
　このようなきわめて杜撰な計算に基づくものではあるが，わが国の財務諸表
監査への社会的期待への対応につき次の結論を引き出すことが出来る。
（刈　合衆国との比較において，監査総コストに占める公認会計士監査のコス
　　トの割含から考えて，わが国の財務藷表監査への期待レヴェルはきわめて
　　低調である。
（B）いわゆる「問題の先取り」の結果わが国における公認会計土監査の技術
　　的レヴェルはきわめて高度である。このレヴェルは，わが国における公認
　　会計士監査についての社会的解釈に十分反映されておらず，筋違いな批判
　　の要因となっている。
（C）社会的期待のレヴェルに比較してきわめて高品質の財務諸表監査が行わ
　　れている。批判が生じている様々な不詳事に関わる監査人としての公認会
　　計士の立場は，会社に対する監視システムそのものと切り離して取り上げ
　　ることは妥当とは恩われない。
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資料A　監査コスト
　ここで監査コストとは，日本においては監査役報酬と会計士監査の報酬の合
計であり，合衆国においては会計士監査の報酬である。
　資料から，日本の監査役報酬，会計士の監査報酬，合衆国の会計士の監査報
酬は，次のような金額である。カッコ内の数字は調査が行われた年を示してい
る。
日　本
　　　監査役監査（1986）　　￥17，48，ユ03，672
　　　会計士監査（1992）　　￥62，389，834，oOo
合衆国
　　　会計士監査（1994）　　　＄14，806，300，Ooo
　調査が行われた年が異なるため，単純に合計，比較はできない。そこで1994
年を基準年とし，国民所得の伸び率から日本の監査役報酬，会計士監査の報酬
の，！994年の金額を推定する。各年の国民所得の金額は次の通り（単位は100
万ドル）
日　本 合衆国
1986 1，068，716 ■
1992 2，915，848 一
1994 3，652，6765，312，500
この国民所得の伸び率から，1994年の日本の監査役報酬，会計士の監査報
酬を計算すると次の通り。
日　本
　　　監査役監査￥　59，634，430，034
　　　会計士監査￥　78，155，599．776
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合衆国
　　　会計士監査＄　14，806，300，Ooo＄14，806，300，oOo
となる。次に日本と合衆国の監査コストを比較するために日本の監査コストを
ドルに換算する。資料から1994年の平均為替相場は1ドル＝99．83円であ
乱したがって，ドル表示された監査コストは次の通り（単位はドル）。
日本＄1，380，246，718
合衆国　＄　14，806，300，000
その金額が国民所得に占める割合を計算すると，次の通り（単位は％）。
日本O，0378
合衆国　0．2787
注意
合衆国の会計士監査コストの算定において調査対象となっているのは．会計事務所上位20社である。
資料
λ‘ω阯冊畑掘む払1996，February，pp，8－9、
λ’α㎜冊肋刎ソ，ユ996，December，pp．12一ユ3、
月間監査役1987隼5月臨時増刊号
縫済企函庁編国民経済計算年報
日本銀行編国民経済計算年報
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資料B　監査人がアクセス可能なデータベース（銀行監査の場合）
　合衆国も日本も銀行が行政当局の監督下に置かれ，検査を受けていることに
は変わりがない。両国共に，銀行監督当局の主要な責任は，預金者の利益を保
護することであり，検査の主眼は，銀行の支払能力や，経営者の能力の程度を
調べたり，銀行がその適用を受ける諸法規をどの程度準拠しているのかを見る
点に置かれている。
この場合銀行監督当局が，銀行監査を担当する監査人に対して，自らが収集し
た情報へのアクセスを許容する範囲は時代と共に広げられてきている。
　すなわち，「監督当局の最新の検査報告書のあるものは，当該当局の特別な
許可なしには銀行がCPAには見せないかもしれない。しかしながらCPAは
通帝取締役会の代理人としての監査目的のため，これらの報告書を見る権利が
与えられているものと考える。」（米国公認会計士協会会計監査委員会編　1969
年　p，177）段階から，「銀行検査は，公認会計土とはお互いの意見を交換しあ
う形で不足を補うようにしている。」（欧米銀行監査事惰調査団　1975年
p．48）旨のCOC（通貨管理局Comptroller　of　The　Currency）の発言が続き，
さらに，いわゆるコールレポートと呼ばれる，かなり詳細な資産内容に関する
報告書を監督当局に提出することを義務づけられており，その「コールレポー
トは講求すれば，部外者も入手することが可能」（鶴野史郎1990年　p－21）な
状態になった。
　このように合衆国においては金融機関の監督当局が入手している情報に対す
る監査人のアクセス度は高い。
　日本でも金融機関による資産の自己査定の結果という形で，金融検査官の償
却承認書を引当金等の監査手続に利用してはいるが，情報公開の遅れから合衆
国に比して，監督当局が入手する情報に対して監査人がアクセスしうる度合は
低い。
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